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第２期津島市子ども・子育て支援事業計画 新旧対照表（令和３年度改正）        

改正後 現行 

P.3 

３  計 画 の 性 格  

本計画は、平成 24 年８月に成立した「子ども・子育て支援法」第

61 条を根拠とする計画で、幼児期の教育・保育、地域の子育て支援に

ついての需給計画です。 

また、「認定こども園法の一部改正」、「子ども・子育て支援法及

び認定こども園法の一部改正法の施行に伴う関係法律の整備等に関す

る法律」を含めた子ども・子育て関連３法に基づく『子ども・子育て

支援新制度』について、本市として制度を計画的に運用していくため

のものです。 

さらに、国の「健やか親子 21（第２次）」に基づく母子保健計画と

して位置づけるほか、国の「放課後子ども総合プラン」に基づく、放

課後児童クラブ及び放課後子供教室の計画的な整備の方向性を示した

ものです。 

なお、令和元年６月に「子どもの貧困対策の推進に関する法律」が

改正され市町村においても子どもの貧困対策についての計画の策定が

努力義務とされたところですが、本市の策定する「子ども・子育て支

援事業計画」及び「津島市子ども条例推進計画」、「健やか親子 21

（第 2 次）」には、子どもの貧困対策に資する事業も数多く掲載され

ていることから、これらの計画を、貧困対策を推進するための事業と

して総合的・一体的に進めます。 

本計画の策定に当たっては、市の総合計画や男女共同参画プラン、

などの上位・関連計画との整合性を持つものとして定めています。 

P.3 

３  計 画 の 性 格  

本計画は、平成 24 年８月に成立した「子ども・子育て支援

法」第 61 条を根拠とする計画で、幼児期の教育・保育、地域の

子育て支援についての需給計画です。 

また、「認定こども園法の一部改正」、「子ども・子育て支

援法及び認定こども園法の一部改正法の施行に伴う関係法律の

整備等に関する法律」を含めた子ども・子育て関連３法に基づ

く『子ども・子育て支援新制度』について、本市として制度を

計画的に運用していくためのものです。 

さらに、国の「健やか親子 21（第２次）」に基づく母子保健

計画として位置づけるほか、国の「放課後子ども総合プラン」

に基づく、放課後児童クラブ及び放課後子供教室の計画的な整

備の方向性を示したものです。 

なお、本計画の策定に当たっては、市の総合計画や男女共同

参画プラン、などの上位・関連計画との整合性を持つものとし

て定めています。 
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改正後 現行 

P．9 
 

1-６  子 ど も の 貧 困 率  

平成 29 年愛知子ども調査によると、愛知県の子どもの貧困率は

5.9%となっています。福祉圏域別では、本市が含まれる海部地区の貧

困率は県全体平均に比べて低い状況です。 

図表 76 愛知県の子どもの貧困率の状況 

 
                資 料 ： 愛知 県 子ど も 調 査 （ 平 成 29 年 ）  

※子 どもの貧 困 率 ：子 ども全 体 に占 める、等 価 可 処 分 所 得 が貧 困 線 に満 た ない子 どもの割 合 。 

※ 等 価 可 処 分 所 得 ：世 帯 の 可 処 分 所 得 （ 収 入 か ら 税 金 ・ 社 会 保 険 料 等 を 除 いた 、 い わ ゆ る 手

取 り収 入 ）を世 帯 人 員 の平 方 根 で割 って調 整 した 所 得 。 

※国 の国 民 生 活 基 礎 調 査 の貧 困 線 …122 万 円  

※愛 知 子 ども調 査 独 自 の貧 困 線 …137.5 万 円  

※貧 困 線 ：等 価 可 処 分 所 得 の半 分 の額 。 

P．9 
 



4 
 

改正後 現行 

P．29 

３ 計画の施策体系  
本計画の施策体系は、次のとおりです。  

 

P．29 

３ 計画の施策体系  
本計画の施策体系は、次のとおりです。 
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改正後 現行 

（ ２ ） 教 育 ・ 保 育 の 量 の 見 込 み と 確 保 方 策 等  

② 量の見込みと確保方策等 

P．35 

②-1 １号認定 
１号認定（３歳以上保育の必要なし。保育の必要ありで幼稚

園希望を含む）は、量の見込みとともに、特定教育・保育施

設（幼稚園・認定こども園）、確認を受けない幼稚園（新制

度に移行せず、現行制度で運営）による確保方策等を次のと

おり設定します。（確保方策としては、市内施設での収容可

能人数で設定） 

 なお、令和４年度に新制度に移行していない私立幼稚園１

園が幼保連携型認定こども園へ移行します。また、新制度に

移行していない私立幼稚園の認定こども園への移行を支援し

ていきます。 
 

（ ２ ） 教 育 ・ 保 育 の 量 の 見 込 み と 確 保 方 策 等  

② 量の見込みと確保方策等 

P．35 

②-1 １号認定 
１号認定（３歳以上保育の必要なし。保育の必要ありで

幼稚園希望を含む）は、量の見込みとともに、特定教

育・保育施設（幼稚園・認定こども園）、確認を受けな

い幼稚園（新制度に移行せず、現行制度で運営）による

確保方策等を次のとおり設定します。（確保方策として

は、市内施設での収容可能人数で設定）  

P．35 
②-2 ２号認定 
２号認定（３歳以上保育の必要あり）は、量の見込みととも

に、特定教育・保育施設（保育園・認定こども園）、認可外

保育施設（新制度に移行せず、現行制度で運営）による確保

方策等を次のとおり設定します。 

 なお、令和４年度に新制度に移行していない私立幼稚園１

園が幼保連携型認定こども園へ移行します。また、新制度に

移行していない私立幼稚園の認定こども園への移行を支援し

ていきます。 

 

P．35 
②-2 ２号認定 
２号認定（３歳以上保育の必要あり）は、量の見込みと

と も に 、 特 定 教 育 ・ 保 育 施 設 （ 保 育 園 ・ 認 定 こ ど も

園）、認可外保育施設（新制度に移行せず、現行制度で

運営）による確保方策等を次のとおり設定します。  
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P．36 

②-3 ３号認定 
３号認定（３歳未満保育の必要あり）は、量の見込みとと

もに、特定教育・保育施設（保育園・認定こども園）、特定

地域型保育事業（小規模保育等）、認可外保育施設（新制度

に移行せず、現行制度で運営）による確保方策等を次のとお

り設定します。 

本市において、待機児童は発生しておりませんが、ニーズ

に対し既存施設の定員枠では充足できないことから、既存施

設の定員枠の見直しを図るなど、提供体制の確保に努めてま

いります。また、近年増加している途中入所児については、

人員配置等で対応してまいります。 

また、地域型保育事業を新設し、低年齢の入所児童の受入

体制を充実してまいります。 

 なお、令和４年度に新制度に移行していない私立幼稚園１

園が幼保連携型認定こども園へ移行します。また、新制度に

移行していない私立幼稚園の認定こども園への移行を支援し

ていきます。 

 

P．36 

②-3 ３号認定 
３号認定（３歳未満保育の必要あり）は、量の見込み

とともに、特定教育・保育施設（保育園・認定こども

園）、特定地域型保育事業（小規模保育等）、認可外保

育施設（新制度に移行せず、現行制度で運営）による確

保方策等を次のとおり設定します。 

本市において、待機児童は発生しておりませんが、ニ

ーズに対し既存施設の定員枠では充足できないことか

ら、既存施設の定員枠の見直しを図るなど、提供体制の

確保に努めてまいります。また、近年増加している途中

入所児については、人員配置等で対応してまいります。 

また、地域型保育事業を新設し、低年齢の入所児童の

受入体制を充実してまいります。 
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改正後 現行 

P．45 

７ 子どもの貧困対策  

本市は、貧困の連鎖を断ち切り、全ての子どもたちが前向

きな気持ちで夢や希望をもつことができ、子育てや貧困を家

庭のみの責任とするのではなく、地域や社会全体で課題を解

決するために、教育の支援、生活の安定に資するための支

援、保護者に対する職業生活の安定と向上に資するための就

労の支援、経済的支援など必要な施策を推進するとともに、

子どもの貧困に対する社会の理解を促進するために、地域等

と連携しながら、取組を進めます。 

 
 

P．45 
 

 


